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総務省が 退職手当の 400万円引き下げを労組に提示

高教組速報

総務省は 6 月 1 日、国家公務員の退職手

当見直しに着手することについて、全教や

国公労連・自治労連などで組織する公務労

組連絡会に対して正式に提示してきました。

退職手当をめぐっては、国家公務員の退

職給付が民間よりも 402 万 6 千円上回ると

する調査結果が、3 月に人事院から発表さ

れ、その後、岡田副総理の下に開催されて

いる｢共済年金職域部分と退職給付に関する

有識者会議｣(連合の副事務局長も委員とし

て参加)で検討がすすめられ、5 月 26 日に

｢中間的な議論の整理｣がまとめられました。

総務省は、この｢中間的な議論の整理｣の

内容をふまえて、

｢当面の退職者につ

いて、官民較差(平

均 402 万 6 千円)の

全額を一時金であ

る退職手当の支給

水準引き下げによ

り調整する必要が

あると考えている｣

としています。

公務労組連絡会

は、｢退職手当を

400 万円以上も引き下げるという提案は極

めて重大だ。退職手当は退職後の生活を支

える重要な要素となっている。大幅な引き

下げで住宅ローン返済が不可能となり、生

活設計の変更も迫られる。年金支給開始年

齢の引き上げともあいまって、定年後の不

安は増大する。そのことは若年層の働きが

いにもかかわってくる｣と厳しく批判しまし

た。

公務労組連絡会は、あらためて要求をと

りまとめて政府に提出し、交渉を行う予定

です。総務省は｢今後とも誠意を持って対応

していきたい｣としていますが、来年3月か

らの実施に向けて、早期決着をねらう姿勢

をみせていることからも、退職手当大幅削

減に反対する声を、早急に職場からあげて

いく必要があります。

公務労組連絡会は、退職手当大幅削減の

撤回を求める職場決議を政府に集中するこ

とを提起しています。これに呼応して、長

崎高教組も職場決議のとりくみを展開しま

す。職場決議は、個々の教職員の怒りを表

すために個人名を書き込む形にしています

ので、多くの教職員の皆さんに署名してい

ただくことをお願いします。

学校現場の怒りを｢退職手当大幅削減撤回を求める職場決議｣で政府に送ろう！
職場決議（別紙で回覧）への賛同署名をお願いします

労働条件改悪を阻止するのは団結の力です 高教組への加入をお待ちしています


